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第１章 序 論 
 






























































まずは、増加部分に目を向けると、ピーク時の 2004 年には 1,110 件もの訴訟が新たに提起さ
れているが、これはその 10 年前（1994 年：506 件）の 2 倍以上、30 年前（1974 年：170 件）2








    医事関係訴訟事件  民事通常訴訟事件  事件数 増加比（単位：倍）  事件数 増加比（単位：倍） 
1990 年 352 1 106,871 1 
1991 年 356 1.01 112,080 1.04 
1992 年 371 1.05 129,437 1.21 
1993 年 442 1.26 143,511 1.34 
1994 年 506 1.43 146,392 1.37 
1995 年 488 1.39 144,479 1.35 
1996 年 575 1.63 142,959 1.34 
1997 年 597 1.7 146,588 1.35 
1998 年 632 1.8 152,678 1.43 
1999 年 678 1.92 150,952 1.41 
2000 年 795 2.25 156,850 1.47 
2001 年 824 2.33 155,541 1.46 
2002 年 906 2.58 153,959 1.44 
2003 年 1003 2.84 157,833 1.48 
2004 年 1100 3.13 139,017 1.3 
2005 年 999 2.83 132,727 1.24 
2006 年 913 2.59 148,776 1.39 
2007 年 927 2.68 182,291 1.7 
2008 年 852 2.42 199,523 1.86 
2009 年 708 2.01 235,508 2.2 
2010 年 776 2.2 222,594 2.08 
＊最高裁ホームページ（http://www.courts.go.jp/）の司法統計に依拠し、筆者作成。 






























































































































































1999 年の東京都立広尾病院事件22と横浜市立大病院患者取り違え事件23、そして 2001 年の東京





17 判タ1131号 286頁（東京地判平15・4・25の解説）。 
18 石川寛俊[2004]『医療と裁判－弁護士として､同伴者として』（岩波書店）33頁。 


























                                                                                                                                                         
遺族の問いに，解剖結果など誤薬注入とは断定できないという回答を繰り返したため、遺族は不信感を募らせた
（朝日新聞、1999 年 3 月 3 月 16 日〔夕刊〕１面、民事訴訟一審判決は、東京地判平成 16 年 1 月 30 日判時 1861




























































































































































 〔図表Ⅱ‐１〕は、韓国において医事訴訟の統計が存在する 1989 年以降の医事訴訟新受件数
と人口の年次推移を日本と対比してまとめたものである39。 
 この表から明らかなように、近年、韓国における医療訴訟は急増しており、特に 1996 年以降
においては、日本の増加傾向をも凌駕するほどの勢いである。増加率の点でややばらつきはある
ものの 1990 年の 84 件からすると40、ここ約 15 年で 10 倍を超える値を示している（〔図表Ⅰ‐
１〕の数値を基に、その増加比をグラフ化した〔図表Ⅱ‐２〕も参照）。 






























（括弧内は人口 10 万人当たりの数） 
人      口 
（単位 ： 千人） 
韓  国 日 本 韓 国 日 本 
1989 年（平成 1 年） 69（0.16） 369（0.30） 42,449 123,205 
1990 年（平成 2 年） 84（0.20） 352（0.28） 42,869 123,611 
1991 年（平成 3 年） 128（0.30） 356（0.29） 43,296 124,101 
1992 年（平成 4 年） 75（0.17） 371（0.30） 43,748 124,567 
1993 年（平成 5 年） 179（0.41） 442（0.35） 44,195 124,938 
1994 年（平成 6 年） 208（0.47） 506（0.40） 44,643 125,265 
1995 年（平成 7 年） 179（0.40） 488（0.39） 45,093 125,570 
1996 年（平成 8 年） 290（0.64） 575（0.46） 45,525 125,859 
1997 年（平成 9 年） 399（0.87） 597（0.47） 45,954 126,157 
1998 年（平成 10 年） 542（1.17） 632（0.50） 46,287 126,472 
1999 年（平成 11 年） 508（1.09） 677（0.53） 46,617 126,667 
2000 年（平成 12 年） 519（1.10） 794（0.62） 47,008 126,926 
2001 年（平成 13 年） 666（1.40） 822（0.64） 47,357 127,316 
2002 年（平成 14 年） 671（1.58） 909（0.71） 47,622 127,486 
2003 年（平成 15 年） 755（1.58） 998（0.78） 47,859 127,694 
2004 年（平成 16 年） 802（1.67） 1110（0.87） 48,039 127,787 
2005 年（平成 17 年） 867（1.80） 999（0.78） 48,138 127,768 













時点では、日本が 0.5 件／10 万人（約 20 万人に 1 件の割合）なのに対し、韓国では 1.17 件／10
万人（約 8 万 5 千人に 1 件の割合）で、すでに倍を超える割合で、かけ離れたものとなっている。
そして、2006 年には日本が 0.71 件／10 万人（約 14 万人に 1 件）なのに対し、韓国では 2.03










医療施設の増加が、日本においては 1.11 倍の伸びに対して、韓国では 1.64 倍となっており、影
響の程度は不明ながら、確かに医療施設の数に比例して動いていく部分はあるようである。 
また、単純に医療施設数を事件数で除する値が、統計学上、如何ほどの意味を有するか定かで
はないが、これからすると、1996 年度には、韓国において 107 施設に対し 1 件、日本では 272
施設に対し 1 件の割合であったのが、2006 年度においては、韓国で 52 施設に 1 件の割合、日本







年 度 韓 国 日 本 
1996 年 31,173（68.5） 156,756 （124） 
1998 年 34,588（74.7） 161,540（127.8） 
2000 年 38,665（82.3） 165,451（130.6） 
2002 年 44,029（92.5） 169,079（132.6） 
2004 年 47,378（98.6） 172,685（135.1） 

































 1983年 1984年 1985年 1986年 1987年 1988年 1989年 計 
保社部 41 444 474 576 530 555 503 3123 
医協共済会 130 285 323 295 298 302 310 1943 
YMCA 51 32 44 57 57 105 127 505 
合計 222 761 841 928 928 962 940 5571 





区  分 加入対象者数 加入者数 加入率（％） 事件受付数 
1 期（'81.11.1~’82.10.31） 6,625 2,418 36.5 191 
2 期（'82.11.1~’83.10.31） 6,675 2,346 35.1 130 
3 期（'83.11.1~’84.10.31） 6,741 3,913 58.0 285 
4 期（'84.11.1~’85.10.31） 6,821 5,164 75.7 323 
5 期（'85.11.1~’86.10.31） 8,461 4,874 57.6 295 
6 期（'86.11.1~’87.10.31） 10,061 4,805 47.7 381 
7 期（'87.11.1~’88.10.31） 10,082 5,069 50.3 342 
8 期（'88.11.1~’89.10.31） 10,186 5,294 52.0 366 
9 期（'89.11.1~’90.10.31） 10,240 5,477 53.5 290 
10 期（'90.11.1~’91.10.31） 10,454 5,796 55.4 308 
11 期（'91.11.1~’92.10.31） 11,390 5,643 49.5 309 
12 期（'92.11.1~’93.10.31） 11,851 5,660 47.8 283 
13 期（'93.11.1~’94.10.31） 12,383 5,576 45.0 310 
14 期（'94.11.1~’95.10.31） 13,218 5,974 45.5 282 
15 期（'95.11.1~’96.10.31） 13,715 6,169 45.0 319 
16 期（'96.11.1~’97.10.31） 14,111 6,309 44.7 300 
17 期（'97.11.1~’98.10.31） 15,186 6,441 42.4 358 
18 期（'98.11.1~’99.10.31） 16,156 6,422 39.7 364 
19 期（'99.11.1~’00.10.31） 17,462 6,648 38.1 485 
20 期（'00.11.1~’01.10.31） 18,942 6,802 36.0 500 
21 期（'01.11.1~’02.10.31） 21,140 6,643 31.4 505 
22 期（'02.11.1~’03.10.31） 23,193 5,055 21.8 410 
（1 期～10 期までは、朴永浩[2005a],p.146〔図表 31〕、11 期～22 期は、최진홍(チェ・ジノン)[2005],의료분쟁해결방안에 







 しかしながら、1980 年代後半までは保健社会部（現在の保健福祉家族部）や、YMCA 市民仲
介室等、信憑性がある公式的な団体で調査が行われた医療事故に対する統計数値が、〔図表Ⅱ‐５〕
である。 
 ここにおいて注目すべきは、1984 年に医療事故件数が 240%以上も上昇している点である。 
その理由は何故だか分析もなされていないようであるが、保健社会部において受け付けられた
























 以下の〔図表Ⅱ‐７〕は大韓医師協会共済会が 1990 年に調査した医療紛争時の実力行使の態
様である。紛争時、非合法的な行動に出た 1224 件の内、暴言・騒乱が 45.9％で最も多く、次い
で、病院を占拠し、座り込み等を行う行動が 18.4％等になっている。 
日本においては近年患者のモラル上の問題がマスコミにも取り上げられ41、問題となっている
                                                   















1224 563 226 72 158 63 





 朴判事によると、2000 年代以降、紛争当事者間の合意による紛争解決の比率は、従来 80%で
あったのが、65%に減少し、反面、法院（筆者注：「裁判所」をこのように称し、最高裁にあたるの
は「大法院」と称する。）による紛争解決は、3%そこそこであったのが、15～19％にまで増加し、






















































































名、2000 年には 72,503 名となっており、現在も、毎年 3,000 名以上の医師が、新たに輩出され
ているばかりでなく、医療機関の数も、2007 年 12 月 31 日現在、52,914 施設となっている54。 

















成する。1997年 12月 31日「国民医療保険法」が制定され、1998年 10月 1日から多数保険者方式（組合方式）
から医療保険制度において統合主義方式に変更。公・教公団と227の地域医療保険組合を統合する。2000年 7月
1日「国民健康保険法」施行。翌々年の2002年 1月 19日には国民健康保険財政健全化特別法が制定され、2003
















 たとえば、医師数をみると、日本の場合、人口 1,000 人に対し、2.0 人の割合で、これは、ア
メリカ 2.4 人、イギリス 2.4 人、ドイツ 3.4 人、フランス 3.4 人に比して低く（OECD 加盟国平
均：3.0 人）、OECD 加盟国 30 カ国中、27 位となっており、対策が急務とされているが、韓国の






年度 合 計 医 師 歯科医師 韓医師55 薬剤師 看護師 看護助務士 助産師 
2001 年 224,169 54,002 13,814 9,442 2,607 68,013 75,064 1,227 
2002 年 241,999 58,647 14,679 9,825 2,704 75,239 79,731 1,174 
2003 年 251,925 61,388 15,015 10,788 2,558 78,319 82,925 932 
2004 年 266,470 61,052 16,065 11,177 2,671 82,552 91,722 1,231 
2005 年 272,865 63,411 16,782 11,915 2,793 86,299 90,465 1,200 
2006 年 284,786 66,075 17,577 12,756 2,885 90,867 93,466 1,160 
＊韓国統計庁（http://kostat.go.kr/portal/korea/index.action）の統計を基に筆者作成。 
















状（上）（中）（下）」漢方の臨床53巻 8号９頁以下、同9号163頁以下、同10号 117頁以下が詳しい。 
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〔図表Ⅱ-９〕主な医療従事者数（日本） 
年度 合 計 医 師 歯科医師 薬剤師 看護師 準看護師 助産師 
1996 年 1,473,237 240,908 85,518 194,300 544,929 383,967 23,615 
1998 年 1,552,648 248,611 88,061 205,953 594,447 391,374 24,202 
2000 年 1,631,105 255,792 90,857 217,477 653,617 388,851 24,511 
2002 年 1,706,971 262,687 92,874 229,744 703,913 393,413 24,340 
2004 年 1,778,375 270,371 95,197 241,369 760,221 385,960 25,257 




























                                                   
56 한국의료법학회보건의료법학편찬위원회(韓国医療法学会保健医療法学編纂委員会)[2003],보건의료법학－

































































































































































                                                   
75 李德煥[1998],의료행위와 법（『医療行為と法』）, 文英社（以下、「李德煥[1998]」とする。）,p.14. 


































                                                   
80 朴永浩[2005a],p.103. 
81 前掲『保健医療法学』（前注56）,p.114. 
82 김선중＝이경환＝김원호（金善中＝李慶桓＝キム・ウォノ）[2003]，연세의료법윤리학총서３ 의사와 
변호사가 함께 풀이한 최신의료판례（『延世医療法倫理学叢書３ 医師と弁護士が共に解析した最新医療判
例』），동림사（以下、「김선중＝이경환＝김원호（金善中＝李慶桓＝キム・ウォノ）[2003]」とする。）, p.30、 
前掲『保健医療法学』（前注56）,p.116;  김선중（金善中）[2005], 최신실무 의료과오소송법 (『最新実務 
医療過誤訴訟法』), 博英社（以下、「김선중（金善中）[2005]」とする。）,p.19. 
83 김선중＝이경환＝김원호（金善中＝李慶桓＝キム・ウォノ）[2003],p.29. 
84 김선중＝이경환＝김원호（金善中＝李慶桓＝キム・ウォノ）[2003],p.30; 朴永浩[2005a],p.104. 
85 김선중＝이경환＝김원호（金善中＝李慶桓＝キム・ウォノ）[2003],p.30; 朴永浩[2005a],p.104. 
86 朴永浩[2005a],p.105及び同注89）掲記の論文（서재관,한국방어의학소론, 부산의사회지 제 22권 25호, 



































 Ⅰ 一般的傾向 
                                                   















して受理し、これを処理しており、1991 年 9 月にソウル地方法院第 15 民事部を「医療過失訴訟
事件専担部」に定めて医療事件を専門に担当・処理する専門裁判部が登場したのを皮切りに 1996
















 韓国においては、2002 年 7 月 1 日より全面改訂された新しい民事訴訟法（2002.1.26 法律第
6626 号）98が施行されているが、全国の法院では、この新法の施行に備えてすでに 2001 年 3 月




95 朴永浩[2005a],p.71（図表4）; 김선중（金善中）[2005],p.19. 
96 김선중（金善中）[2005],p.19. 
97 この項に関する記述は、김선중（金善中）[2002], 새로운 審理方式에 따른 醫療過誤訴訟의 審理와 實務上 
諸問題 －민사사건관리방식에 따른 서울지방법원의 실무를 중심으로－(「新しい審理方式に則った
医療過誤訴訟の審理と実務上の諸問題－民事事件管理方式に則したソウル地方法院の実務を中心に－」), 






















































































のは示しえないが、朴判事によると、一審判決には平均 30 ヶ月を、二審判決には平均 15 ヶ月を
要しているとのことである101。2000 年以降においては、医療専門裁判部が設置された影響もあ




ヶ月から 7.1 ヶ月の間であることからすると、医療訴訟の審理期間は、この 3 倍ないし 4 倍に達
していることになる102。 
一方、日本における同期間であるが、さきに述べた 1996 年民法訴訟法の全面改正（いわゆる
平成 8 年法の導入：施行は 1998 年 1 月 1 日）、さらに平成 15 年改正（提訴前証拠収集手続・計
画審理・専門委員制度等の導入）の影響により年々短縮傾向にある。地裁通常訴訟事件の平均審
理期間103にはまだまだ及ばないものの、たとえば、2006 年の平均値が 25.1 ヶ月であるが、これ
は 10 年前の 1997 年の 36.3 ヶ月に比較すると 11 ヶ月以上、1990 年の 42.8 ヶ月からすると 17
ヶ月以上短縮されていることになる。また、これにともなって未済事件の数も 2004 年の 2138















































特に、2002 年の 11 件に対し、2003 年には 52 件と、急に約 5 倍に増加し、その後も引き続き増
加傾向を示している点である。 
朴判事は、この点につき、以下の 2 つの点が大きく影響していると分析する。 









































 もう 1 点目に付くのは、上述したように、2002 年 7 月の民事訴訟法の全面改訂に備え、既に




















115 朴永浩[2005a],p.115及び p.120. 
































































































































































































































































＊1990 年～2001 年までは、朴永浩[2005a],p.109［図表 15］に、2002 年～2006 年に関しては、大法院司法年報に依拠。 
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〔図表Ⅱ-11〕第一審終局区分年度別統計（日本） 
年度 新受 件数 
既済件数（括弧内は割合〔単位：％〕） 
































































































































































































































































＊ 1990 年～1997 年に関しては、倉島浩二＝森田恵佑[2000]「裁判統計から見た医療過誤訴訟事件について」民事法情報 169
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号 13頁（表 2）のデータに、1998 年～2006 年に関しては、最高裁判所司法統計に依拠。 
 
 
〔図表Ⅱ-12〕は 1990 年から 2006 年までの医療訴訟事件（第 1 審）の認容率の推移を日本の
同数値と対比させグラフ化したものである。 
 ここでの認容率とは、判決総数に対して認容判決（一部認容を含む）件数の占める割合を示し
ている。韓国の第 1 審裁判所の認容率は、1990 年代前半においては、かなり高率を示しており、
これは民事通常訴訟のそれと大して変わりない値117であるが、94 年、95 年に下降した後、漸次
低下傾向を示しながらも、近時は日本のそれよりやや高めの概ね 50%前後で推移している。 













ことはできないが、2005 年～2007 年までの 3 年間の統計をまとめたものが〔図表Ⅱ‐14〕であ
る。 
















既     済 
合計 却下命令 
判決 




1990 1 1 － 1 － － － － － － － 
1991 3 1 － 1 － － － － － － － 
1992 7 6 － － 4 － 1 － 1 － － 
1993 10 4 － 2 2 － － － － － － 
1994 15 10 － 4 1 － 5 － － － － 
1995 27 11 － 4 6 － － － 1 － － 
1996 34 21 － 8 7 － 2 － － － 4 
1997 82 50 － 18 13 － 5 13 1 － － 
1998 146 147 － 45 44 － 25 28 5 － － 
1999 147 121 － 39 50 － 18 12 2 － － 
2000 190 176 － 43 57 － 25 49 2 － － 
2001 150 140 1 42 41 － 28 27 － － 1 
2002 167 140 － 53 43 － 6 37 － － － 
2003 267 185 － 55 48 － 9 56 17 － － 
2004 273 224 2 58 50 － 10 74 30 － － 
2005 239 248 1 71 46 － 10 79 40 － 1 
2006 243 245 － 88 60 1 11 50 32 － 3 


















既   済 
合計 判 決 命令 和解 取下 
その他 総数 棄却 取消 
2005 209 248 161 119 42 1 79 6 
2006 262 260 158 117 41 1 96 5 

















                                                   













既   済 
合計 判決 取下 棄却 破棄 
1993 6 3 3 － － 
1994 10 8 8 － － 
1995 13 13 12 1 － 
1996 25 24 23 1 － 
1997 31 32 31 1 － 
1998 29 19 17 2 － 
1999 24 24 24 － － 
2000 29 28 26 1 1 
2001 42 32 29 2 1 
2002 44 51 47 4 － 
2003 38 43 41 2 － 
2004 49 33 30 1 2 
2005 60 48 46 2 － 
2006 74 56 51 5 － 





























1991 133 3 2.3 1 － － 
1992 152 7 4.6 4 － － 
1993 132 10 7.6 4 6 150 
1994 178 15 8.4 5 10 50.0 
1995 172 27 15.7 10 13 76.9 
1996 176 34 19.3 15 25 60.0 
1997 193 82 42.5 31 31 100 
1998 234 146 62.4 89 29 32.6 
1999 231 147 63.6 89 24 27.0 
2000 304 190 62.5 100 29 29.0 
2001 331 150 45.3 83 42 50.6 
2002 386 167 43.3 96 44 45.8 
2003 406 267 65.8 103 38 36.9 
2004 405 273 67.4 108 49 45.4 
2005 400 239 59.8 117 60 51.3 
2006 402 243 60.4 149 74 49.7 
平均   39.4   61.9 
＊〔図表Ⅱ－13、15〕のデータに依拠。1990 年代前半の控訴数が少ないため、Ｂ/Ａの平均値はやや低めだが、2004～2006 年




年 度 第 1 審（地裁） 判決数（Ａ） 
控訴審（高裁） 
新受件数（Ｂ） Ｂ/Ａ（％） 
2005 399 209 52.3 
2006 399 262 65.7 
2007 362 217 59.9 









第４節  医療紛争対策をめぐる立法動向 
 
 既に示してきたように、医療需要の増加に比例した医療事故の増加、そして社会的賠償・補償






























                                                   
121 國會事務處法制室[2000], 醫療紛爭調停法案에 대한 法制的檢討（医療紛争調停法案に対する法制的検討）, 
國會事務處法制室（以下、「國會事務處法制室[2000]とする。」）,p.4によれば、韓国において紛争解決に支出さ
れる費用は、年間約900億ウォン以上に上ると推定されている。 































医療紛争調停制度が必要との論議は 1980 年代末から医療界から提起され125、1991 年には大韓
医師協会と病院協会が共同で関連法案を作成し議員立法で推進したが、医療界の一方的な立場に
偏し衡平性を欠くとのことから霧散し、政府主導で新しい法案が作成された。保健福祉部は1991
                                                   
123 國會事務處法制室[2000],pp.31-32; 李載衡[2007], 醫療事故의 被害救濟에 관한 硏究(医療事故の被害救済
に関する研究), 漢陽大学校大学院博士学位論文（以下、「李載衡[2007]」とする。）,p.215. 
124 國會事務處法制室[2000],pp.18-19; 김용균=이원형（キム・ヨンギュン＝イ・ウォニョン）[2002],
「의료분쟁조정법」제정을 위한 공청회, 공청회자료집 (「『医療紛争調停法』制定のための公聴会」公聴会資料
集) （以下、「김용균=이원형（キム・ヨンギュン＝イ・ウォニョン）[2002]」とする。）； 朴永浩
[2005a],pp.297-298 ; 최진홍（チェ・ジノン）[2005],pp.50－52; 李載衡[2007],pp.218-221 ; 국무조정실（国










 次いで、1994 年 11 月、紛争調停委員会の構成、調停前置主義、家族と親族（４親頭以内）以
外の第三者介入禁止、重過失の場合を除き医師の刑事処罰免責等、医療界の要求を大幅に組み入
れた推定法案が作成され、第 14 代国会126で審議されるに至った。 
政府主導で提出されたこの法案は、刑事処罰免責範囲拡大に対する法務部の反対にもかかわら




国会閉会（1996 年 5 月）と共に廃案となった。 
 1997 年、保険福祉部が、’94 年案と同じ骨子を維持した上、刑事処罰特例条項の例外として８
つを規定する等、再立法を推進したが、関係部署と協議の過程で法務部の異見により次官会議に
上程するにはいたらなかった。 
 1997 年 7 月、キム・ビョンテ議員ほか 30 人が「医療紛争調停法案」を発議し、同年 11 月、
チョン・ウィファ議員ほか 37 人が同法案を発議、また 1999 年 11 月保健福祉委員会法律案審査
小委員会において２つの法律案を検討した結果、これに対する代案として委員会案を作成した。 
 しかしこの委員会案は、医療人の刑事処罰特例条項に対する異見により国会法制司法委員会で
その審議が保留状態のまま、結局、2000 年 5 月、第 15 代国会127の任期満了で処理されず、廃案
となった。 







                                                   
126 1992年 5月 30日～1996年 5月 29日（選挙実施：1992.3.24、投票率：71.9％、議員定数：299）。 
127 1996年 5月 30日～2000年 5月 29日（選挙実施：1996.4.11、投票率：63.9％、議員定数：299）。 













しかし、2003 年 2 月保険福祉部会議で開催された公聴会以後、特に進展を見ないまま、2004
年 5 月、第16代国会129の任期満了でまたもや廃案となった。 
2005 年 12 月、イ・ギウ議員による発議で、16 代国会において提出された「医療紛争調停法（案）」
を基礎とした法案でもって、第 17 代国会130において立法推進がなされた。 
ここでは、法案名を「医療事故予防及び被害救済に関する法律（案）」に変更がなされた。同法
案は、保健福祉委員会に移送後、2007 年 8 月、法案審査小委員会にて他の２つの法案と合わせ
て併合審査の結果、委員会代案として通過するも、保健福祉委員会全体会議において立証責任の
転換等に対するハンナラ党の反対により、法案審査小委員会において再論議に付されることにな


































診療妨害・狼藉救済 採択 採択 削除 削除 








                                                   
129 2000年 5月 30日～2004年 5月 29日（選挙実施：2000.4.13、投票率：57.2％、議員定数：273）。 






































134 김용균=이원형（キム・ヨンギュン＝イ・ウォニョン）[2002],p.108; 최재천（崔載千）[1998], 




































                                                   
137 김용균=이원형（キム・ヨンギュン＝イ・ウォニョン）[2002],p.88; 朴永浩[2005a],pp.317-318; 최진홍（チ
ェ・ジノン）[2005],pp.68-69. 
138 김용균=이원형（キム・ヨンギュン＝イ・ウォニョン）[2002],p.98; 朴永浩[2005a],p.319; 최진홍（チェ・
ジノン）[2005],pp.69-70. 
139 김용균=이원형（キム・ヨンギュン＝イ・ウォニョン）[2002],p.98; 朴永浩[2005a],p.319; 최진홍（チェ・
ジノン）[2005],pp.69-70. 
































                                                   
143 朴永浩[2005a],p.338; 최진홍（チェ・ジノン）[2005],p.65. 
144 김용균=이원형（キム・ヨンギュン＝イ・ウォニョン）[2002],p.88. 
145 대한의사협회 의료정책연구소（大韓医師協会医療政策研究所）[2003],무과실 의료사고의 피해자 




147 チェ・ジノン[2005],p.67及び同注83）掲記論文：전수정, 의료분쟁조정법연구, 석사학위논문（ チョン 
スジョン「医療紛争調停法研究」碩士（修士）学位論文 ）,2003, p.54頁; 朴永浩[2005a],p.339. 
148 대한의사협회 의료정책연구소（大韓医師協会医療政策研究所）[2003],p.129; チェ・ジノン[2005],p.67. 



































                                                   
151 대한의사협회 의료정책연구소（大韓医師協会医療政策研究所）[2003],p.129; 朴永浩[2005a],pp.339-340. 







































































                                                   
156 金敏圭[1997], 醫師의 說明義務와 그의 免除（医師の説明義務とその免除）, 耕嚴洪天龍敎授華甲紀念論文
集, p.655. 
157 김민중（キム・ミンジュン）[2011], 의료의 법률학(『医療の法律学』),신론사(以下、「김민중（キム・ミン
ジュン）[2011]」とする。),p.462.  
158 김민중（キム・ミンジュン）[2011],p.462. 
159 過失の鑑定のために、鑑定を依頼できる信頼水準は、医師の同僚意識（conspiracy of silence）により、大
変低いレベルにあり、立証が極めて難しい問題となっていた。 
160 채순（チェ・スン）[2008], 의료과실과 법(『医療過失と法』), 신지서원（以下、채순（チェ・スン）[2008]
とする。）,p.208. 















 そのような中、判例上においては、1979年 8月 14日の大法院判決、「喉頭腫瘍除去手術」事件



































































                                                   
165 鄭淇雄[2007], 의사의 설명의무와 환자의 승낙（医師の説明義務と患者の承諾）, 
민사법학,39권 1호（民事法学39巻 1号）（以下、「鄭淇雄[2007]」とする。）,p.440. 
166 李銀榮[2004],債權各論,博英社(以下、「李銀榮[2004]」とする。),p.938；鄭淇雄[2007],p.440. 
167 大法院1994.4.15.宣告 93다 60953判決。 
168 채순（チェ・スン）[2007],의사의 치료전 설명의무와 환자의 동의권(자기결정권) (医師の治療前における
説明義務と患者の同意権（自己決定権）),비교사법연구,14권 2호（比較私法研究14巻 4号）,pp.480-481. 
169 신현호（申鉉昊）[1997],의료소송총론(『醫療訴訟總論』),育法社(以下、「申鉉昊[1997]」とする。),p195；
채순（チェ・スン）[2008年],p.208. 
170 この部分の記述に関しては、崔載千=朴永浩[2001], 의료과실과 의료소송 (『医療過失と医療訴訟』),育法社 
(以下、「崔載千=朴永浩[2001]」とする。), pp.635-637；朴鐘元[2002],醫師의（の）說明義務, 
전북대학교대학원박사학위논문（全北大学校大学院博士学位論文）( 以下、「朴鐘元[2002]」とする。), 

























                                                                                                                                                         
ク）[2011], 의사의 설명의무의 범위에 관한 고찰 (医師の説明義務の範囲に関する考察), 




172 たとえば、李德煥[1991], 民法上 醫師의 說明義務法理에 관한 硏究（民法上医師の説明義務法理に関する
研究）, 한양대학교대학원 박사학위논문（漢陽大学校大学院博士学位論文), ( 以下、「李德煥[1991]」とする
。), pp.64-67；金天秀[1994],p.34-35；김재윤（キム・ジェユン）[2006],의료분쟁과법（『医療紛争と法』）, 
율곡출판사, （ 以下、「김재윤（キム・ジェユン）[2006]」とする。）,p.119；金善中[2008], [신정판] 최신실무 


















































185 大法院1995.4.25宣告 94 다 27151判決。 





































190 金天秀[1994],p.139；김만오（キム・マノ）[2005], 의료과오에 관한 판례의 동향 ( 医療過誤に関する





























                                                   
191崔載千=朴永浩[2001],p.651. また、全炳南[2002],의사의 설명의무와 손해배상책임（医師の説明義務と

































告 2004 다 64067 判決：【21】は、「・・・その投薬に際し、上のような副作用の発生可能性及び










































































































  Ⅲ 説明義務の範囲と限界 
 














 ２ 説明義務者と同意権者  
                                                   
209 주호노（チュ・ホノ）[2011],p.576. 
210 채순（チェ・スン）[2008],pp.221-222. 
211 大法院1995.4.25.宣告 94다 27151判決。 

































説明義務の主体に関するものとして、大法院 1999.9.3.宣告 99 다 10479 判決：【15】は、「説明

















また、大法院 1995.1.20 宣告 94 다 3421 判決：【７】は「・・・その危険の程度も回復困難な
重大なものであるならば、このような後遺症発生の危険はその手術を受けなかった場合に生じる
と予見される結果と、代替可能な次善の治療方法などと共に患者本人に真摯かつ詳細に説明すべ









































































































り詳しい参考文献として、金敏圭[2001],醫療水準論,民事法理論과 實務,4권 1호（民事法理論と実務4巻 1号）； 



































  ①大法院 1994.4.15 宣告 92 다 25885 判決：【４】 
（医師は、交通事故で脳の部分に重度の外傷を負った、原告（20 歳）に、ソルメドロール（Solumedrol：脳圧下
降と脳機能保護のための重傷ショック治療剤）を原告やその家族の承諾を得ることなく、医師の独断で使用し、


































































 ①大法院 1987.4.28.宣告,86 다카 1136 判決：【２】 
（乳児期に負った火傷による頭部毛髪欠損部分に対する形成手術のために頭皮移動術、毛髪移植術、植皮術の処
置が必要であるとの説明を行い、手術及び処置の同意を得て、被告病院形成外科医師の執刀で原告の大腿部の皮





























 自己決定権との関係で、説明義務の範囲の外縁を画するものとして、大法院 2010.5.27 宣告












































                                                   
225 金善中[2008],p.116. 
226 김민중（キム・ミンジュン）[2011],pp.496-497. 
227 大法院1997.7.22.宣告 96다 37862判決。 




































                                                   
231 金善中[2008],p.116; 김민중（キム・ミンジュン）[2011],p.498. 
232 金善中[2008],p.120; 金相容[2003],p.823. 
233 김민중（キム・ミンジュン）[2011],p.497. 
234 大法院1995.1.20.宣告 94다 3421判決。 
235 김민중（キム・ミンジュン）[2011],p.497. 
236 朴鐘元[2002],p.142; 김민중（キム・ミンジュン）[2011],p.499. 



























②大法院 1995.1.20 宣告 94 다 3421 判決：【７】 
「患者が医師から適切な説明を受けたとしても手術に同意したであろうという、いわば仮定的承
諾による医師の免責は、医師側の抗弁事項として、患者の承諾が明白に予想される場合において





                                                   









































  Ⅳ 説明義務と立証責任の問題 
 





























                                                   
241 全炳南[2002],p.279. 






































































                                                   
245 백경일（ペク・キョンイル）[2008],의료계약상 설명의무위반책임의 법적성질과 입증책임의 
문제(医療契約上説明義務違反責任の法的性質と立証責任の問題),민사법학,40권（民事法学40巻）,p.291. 
246 キム・ミンジュン[2011年],p.548. 




































                                                   
249 이정환（イ・ジョンファン）[2012],p.155； 신은주（シン・ウンジュ）[2008],의료과오소송 입증책임론의 
전개와 발전(医療過誤訴訟における立証責任論の展開と発展), 의료법학,9권 1호（医療法学9巻 1号）
（以下、「신은주（シン・ウンジュ）[2008]」とする。）,p.22. 
250 주호노（チュ・ホノ）[2011],p.720；シン・ウンジュ[2008],p.21. 








































                                                   
257 金敏圭[1997],p.35. 







大法院 2010.7.8 선고 2007 다 55866 判決：【28】は、「医師側が診療記録を事後に加筆・訂正し
た行為は、その理由に対し、相当ながら合理的な理由を提示できない限り、当事者間の公平の原
































                                                   
263 閔裕淑[2005],의료과오로 인한 송해배상소송에 있어서 인과관계・과실의 추정과 설명의무（ 医療過誤
 80












示的に示したのが上記大法院 2004.10.28 宣告 2002 다 45185 判決：【20】であり、これは「２つ
の方式」の存在を明確に示したものとも評価されている266。 
                                                                                                                                                         
による損害賠償訴訟における因果関係・過失の推定と説明義務）, 
대법원판례해설,51호(大法院判例解説 51号)（以下、「閔裕淑[2005]」とする
。）,p283；朴永浩[2005],의료과실과 인과관계의 입증에 관한 대법원판결의 태도（医療過失と因果関係の立証









の相互関係に対する論議が登場した（金敏圭[1998], 醫療事故에 있어서 因果關係에 관한 立證責任(医療事故に




















(4) いわゆる「多汗症事件」判決（大法院 1995.2.10 宣告 93 다 52402 判決：【８】）  
ⅰ）事案の概要 
 患者亡Ａは、手の平や足裏に汗を多くかく症状を治療するために 1990 年 7 月 28 日、被告Ｙ
１病院に入院し、手術に先だって事前検査を済ませ、手術後極まれに下肢麻痺や気胸などが起き
ることがあり、その他顔にまったく汗をかかなかったり、まだ医学的によくわからない副作用が
ありうるといった内容の説明を被告Ｙ２医師より受け、同被告医師により、同月 31 日 9：40 よ
り 14：30 まで第 1 胸椎及び第 2 胸椎から手に向かう交感神経切除術を受けた。ところが、術後
16：45 頃、口に泡を吹いて脚に痙攣があり、21：00 頃、全身痙攣の症状が出現した。同年 8 月
1 日 0：30 頃に集中治療室に移され、気管内挿管し、人工呼吸器装着。その後継続して集中治療
を行ったが、同月 3 日ＣＴ撮影の結果、脳幹及び小脳間において脳梗塞が確認され、それにより
同月 17 日 1：50 頃、死亡に至った。 
 
ⅱ）原審の判断267 
原審（ソウル高等法院 1993.9.2.宣告 93 나 7886 判決）は、「・・・亡Ａが手術を受けた後、














                                                   




































































































る‘common knowledge’と‘Les Ipsa Loquitur(the thing speaks for itself)’の原則から基
本精神を類推したものであるとの見解273も有力に主張されている274。 
                                                                                                                                                         













의료과오에 관한 재판례,민법연구 3(「医療過誤に関する裁判例」『民法研究３』) , 博英社,p.445が挙げられてい
る。 
271 朴永浩[2005b],p.242；閔裕淑[2005],p.285にて紹介され、その出典として、최재천（崔載千）[1997], 
의사의 의료행위에 있어서의 주의의무의 기준（医師の医療行為においての注意義務の
基準）,판례월보,323호（判例月報323号）,p.14があげられている。 




273 朴永浩[2005b],p.237; 閔裕淑[2005],p284. 
274 朴永浩判事は、上記「多汗症事件」判決が因果関係の立証責任の緩和を認定した最初の判決であることを参酌








































































































(5) 大法院 2004.10.28.宣告 2002 다 45185 判決（【20】判決） 
 ⅰ）事案の概要 






ることとした。同年 1 月 21 日、検査開始後、左椎骨動脈の病変の疑いのため写真撮影をしてい
る最中に急に頭痛を訴え、カテーテルを引き抜き、検査を中断したが、亡Ａは意識を失い、同日、
追跡ＣＴ撮影の結果、脳幹と小脳の梗塞が確認され、その後Ａは昏睡状態となり、回復しないま
ま同年 2 月 5 日、1 時 45 分に死亡した。 
 
























































































































































































23日民集50巻 1号 1頁をあげることができる。 

















302 全炳南[2001],의료소송에서의 입증책임의 완화（医療訴訟においての立証責任の緩和）, 






























法院 2004.10.28.宣告 2002 다 45185 判決を通して因果関係が究明されない事案においては、却
って、一般人の常識水準で、他の状況的間接事実による過失行為の証明だけで因果関係を推定す
ることに歯止めをかけ、悪結果を招来したといえる蓋然性のある注意義務違反が介在したのかを
                                                   
304 大槗弘[1999]「最高裁判所判例解説」曹時51巻 2号 177頁。 




307 たとえば、大法院1995.3.10.宣告 94다 39567判決; 大法院1995.12.5.宣告 94다 57701判決; 大法院































                                                   
308 백경희（ペク・キョンヒ）[2007], 의료과오소송에 있어서 인과관계의 판단과 입증책임에 관한 판례의 
최근 경향（医療過誤訴訟においての因果関係の判断と立証責任に関する判例の最近の傾向）, 
의료법학,8권 1호（医療法学8巻 1号）（以下、「백경희（ペク・キョンヒ）[2007]」とする。）,p.204. 
309 백경희（ペク・キョンヒ）[2007],p.205. 
310 백경희（ペク・キョンヒ）[2007],p.206; 김용빈（キム・ヨンビン）[2008],의료과오소송에 있어 입증책임 
완화에 따른 의료과실의 의미와 판단기준（医療過誤訴訟において立証責任緩和に伴なう医療過失の意味と



































                                                   
315 たとえば、権五乗[1993],민법의 쟁점（『民法の争点』）,법원사（ポボンサ）,p.527、김민중（キム・ミン
ジュン）[1993], 의사책임 및 의사법의 발전에 관한 최근의 동향（医師責任及び医師法の発展に関する最近
の動向」）,민사법학（民事法学）9・10号, p.340.など。 
316 金天秀[1988],의사의설명의무(医師の説明義務),민사법학 7호（民事法学7号）,p.278. 
317 鄭淇雄[2007]p.463. 
318 宋榮珉[2007],의사의 설명의무에 관한 최근 판례의 동향과 그 비판적고찰（医師の説明義務に関する最近




























宣告 95 다 56095 判決：【10】1件のみで、あと、診療上の過失と説明義務違反を並列的に認めつ
つ全損害の賠償を認めたものとして、大法院 1994.11.25.宣告 94 다 35671 判決：【６】、大法院
1995.2.10.宣告 93 다 52402 判決：【８】の2件がある。 
  
ⅰ) 説明義務違反と死亡との間の相当因果関係を認めたもの 
                                                   












































































































































 【10】では、亡Ａの親族で叔母にあたる亡Ｂが 1990 年 7 月 9 日に同じ麻酔剤であるハロテイ
ンによる手術を受け、その副作用による悪寒、発熱等が同月 20 日より出現していたのにその翌
日の 21 日にこの手術が行われ、亡Ｂの肝機能検査で異常を示した結果が同月 23 日に発見されて






                                                   
320 朴永浩[2009], 손해배상액산정에 관한 최근 10년간 판례의 동향(上) (損害賠償額算定に関する最近10年間


































































































































  ①大法院 1979.8.14.宣告 78 다 488 判決：【１】 
医師の説明義務に関する最初の大法院判決であるいわゆる「喉頭腫瘍切除術事件」である。事












































































                                                   
324 申鉉昊[1997],p.208,217; 김민중（キム・ミンジュン）[2011],p.495. 




























 この度の 30 件の対象判決を、原審・上告審毎の責任判断と各診療科目を明示して一覧にまと
めたのが[図表Ⅲ－１]である。全 30 件の対象判決の内、大法院において有責判断がなされたも




     [図表Ⅲ－1] 賠償範囲に関する判断類型  
賠償範囲 件数 判 決 番 号 と 診 療 科 目 原審 上告審 
◎ ◎ 4  【６(麻)】 【８(整)】 【10(麻)】 【29(心)】 
× ◎ 1   【22(産)】       
◎ ○ 7  【５ (心)】 【７ (心)】 【12(心)】 【16(薬)】  【20(検)】 【25(検)】 【30(美)】   
○ ○ 8  【１(外) 】 【２ (形)】 【３ (産)】 【11(眼)】   【13(輸)】 【19(美)】 【23(検)】 【24(薬)】 
× ○ 1  【４(薬)】         
× △ 2  【14(検)】 【21(薬)】       
× × 7   【９ (外)】 【15(眼)】 【17(検)】 【18(薬)】  【26(産)】 【27(産)】 【28(薬)】   
 ＊◎：全損害、 ○：慰謝料のみ、 △：有責（賠償範囲判断せず）、 ×：排斥 
 ※麻：麻酔、整：整形外科、心：心臓外科、外：外科、産：産婦人科、眼：眼科 







破棄事例が 7 件で、これらの内、心臓外科領域が 3 件となっており目を引く。 


















 ３ 説明義務と慰謝料 
(1) 慰謝料に関する議論状況 
 一般的不法行為に関する日本民法第 709 条にあたる規定は、韓国民法では第 750 条に定められ
ており、ここにおいては「故意または過失による違法行為で他人に損害を加えた者は、その損害
を賠償する責任を有する。」とされている。 

















































332 この基準に関しては、朴永浩[2009], pp.17-18に依拠。 
333 2008年 6月 1日以降発生した交通事故、労災事故に適用。 
334 たとえば、①3,000万ウォン：ソウル東部地方法院2008.9.25.宣告2006가합 15982判決、テグ地方法院
2009.8.18.宣告 2006가합 5257判決、②2,000万ウォン：ソウル高等法院2009.9.3.宣告2008나 74156判決、ウ
ルサン地方法院2008.6.11.宣告2004가합 6029判決、③1,200万ウォン：大法院2009.7.23.宣告2009다 31901判






































































 患者に説明がなされるべき法的根拠として、①患者の自己決定権に基づく根拠（憲 13 条、民
                                                   
338 大法院1995.2.10宣告 93다 52402判決；大法院2007.5.31宣告 2005다 5867判決。 
339 大法院2010.7.22宣告 2007다 70445判決。 
340 김민중（キム・ミンジュン）[2011],pp.499-500. 
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 医師法 23 条は、「医師は、診療をしたときは、本人またはその保護者に対し、療養の方法その
他保健の向上に必要な事項の指導をしなければならない。」としている。 
かつて説明義務の法的根拠として、この医師法 23 条を掲げる裁判例347が存在したが、同 23 条
は倫理規定であると解する立場から、これをもって直接医師の民事責任発生根拠とするのは困難









346 河上正二[2010]「診療債務について（覚書）」法学74巻 6号（以下、「河上正二[2010]」とする。）749頁。 
347 稲田龍樹[1990], 191頁は、岐阜地判昭和49年 3月 25日判時738号 39頁、福岡高判昭和53年 6月 25日判


















とはなく350、判例上も 1971 年の「説明･承諾なき乳房切除事件」（東京地判昭和 46 年 5 月 19 日
判時 660 号 62 頁）351あたりからで、とりわけ脚光を浴びだしたのは 1980 年以後である352。 
 上記判決以後、日本の学説の状況は、一方で外国法の状況の紹介353が進められ、また集積さ
れた説明義務違反の裁判例の検討がなされてきた354。 
                                                   












































ここでは、1973 年から 1991 年までの裁判例 20 件359を取り上げ、現実の裁判例に即した実証
的な検討がなされている。それによれば、全裁判例 20 件中、責任肯定例が 5 件、否定例が 15 件









瞰してみたところ、前半の 1973 年～1982 年までのものが 9 件で、このうち肯定例が 4 件、否定
例が 5 件となっており、後半の 1983 年～1991 年までのものは、全 11 件で肯定例は 1 件のみ、
                                                                                                                                                         
296頁以下において簡潔、明瞭に整理がなされている。 
355 前掲・吉田邦彦[2003]。 








361 浦川道太郎[1993], 80頁。 
362 浦川道太郎[1993], 80頁。 
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  裁判例（年月日・出典） 
責
任 論者評価 
① 秋田地大曲支判 S48・3・27 判時 718 号 98 頁 ○   
② 東京地判 S49・11・11 判時 786 号 54 頁 × ● 
③ 京都地判 S51・10・1 判時 848 号 93 頁 ○   
④ 広島高判 S52・ 4・13 判時 863 号 62 頁 ○   
⑤ 札幌地判 S53・ 4・18 判時 916 号 61 頁 × ± 
⑥ 横浜地判 S54・ 2・ 8 判時 941 号 81 頁 ○   
⑦  東京地判 S55・3・17 判時 979 号 83 頁 × ± 
⑧ 神戸地判 S56・ 2・24 判時 1026 号 121 頁 × ± 
⑨ 岡山地判 S57・10・ 4 判時 1080 号 121 頁 × ± 
⑩ 東京高判 S60・ 4・22 判時 1159 号 86 頁 × ● 
⑪ 大阪地判 S60・ 6・10 判タ 594 号 92 頁 × ● 
⑫ 大阪地判 S60・10・21 判タ 595 号 59 頁 × ● 
⑬ 東京地判 S61・ 3・28 判タ 609 号 73 頁 × ● 
⑭ 大阪地判 S61・ 6・12 判タ 627 号 195 頁 × ● 






⑮ 仙台高判 S62・ 3・31 判時 1234 号 82 頁 × ● 
⑯ 東京地判 S63・10・31 判タ 686 号 187 頁 × ± 
⑰ 福井地判 H 1・ 3・10 判タ 703 号 186 頁 × ± 
⑱ 東京地判 H 1・ 3・13 判タ 702 号 212 頁 × ● 
⑲ 広島地判 H 1・ 5・29 判タ 705 号 244 頁 ○   















最高裁判決（最三小判平成 7 年 4 月 25 日民集 49 巻 4 号 1163 頁）後の時期で、「模索期」とし
ているが、この論者の時期区分は筆者の追試によっても、概ね妥当と考える365。 
本稿においては、1990 年頃を新たな潮流が起こる転換期と見るため、1990 年頃までと、それ





小西論文では、まず、第 1 期「医療慣行追随期」の裁判例として秋田地裁大曲支部昭和 48 年 3
月 27 日判決判例時報 718 号 98 頁（舌癌不告知不承諾切除事件）を挙げている366。本件の中心
的な論点は、患者の承諾のない手術の違法性の有無で、病名告知の問題は間接的に扱っているに










































と名古屋高判平成2年 10月 31日判タ744号 182頁：【②】（【①】の控訴審）、新潟地判平成12年 3月
2日訟務月報46巻 10号 3751頁：【③】（本来医師でもある患者 A は MDS（骨髄異形成症候群）と診断され、
後に AML（急性骨髄性白血病）に移行し、心不全で死亡した事案において亡 A の相続人である X らが、疾病に
                                                   
367 小西知世[2000], 73頁。 
368 小西知世[2000], 73頁。 
369 小西知世[2000], 73頁。 
370 小西知世[2000], 74頁、並びに84頁の注(16)(17)参照。 























6 月 7 日判タ 1118 号 221 頁：【⑤】（患者 A は平滑筋肉腫（悪性腫瘍の一種）で摘出手術を受けたが、翌々
年に肺への転移があり、結局これによって死亡したが、治療において、経過観察及び転移趨勢確認のため 3 か月
の期間をおき本人に告知したが、悪性腫瘍の告知のあり方が問題となった事例）、札幌地室蘭支判平成14年 1
月 11日判タ1129号 246頁：【⑥】（患者 A は総胆管拡張症に罹患し、Y1 の開設する B 病院で入院治療を受



























ⅱ-2) 末期癌の事例（Type B）  
次に、末期癌における告知の事例で、ターミナルケアといった問題をも見据えた上での判断が
なされているところにその特徴があるものとして、東京地判平成 6年 3月 30 日判時 1522 号 104
頁：【⑦】（進行性の胃癌に罹患した患者 A に対し、胃潰瘍といって手術を繰り返し勧めたが、A がこれに応じな
いため、家族による説得を期待したところ、家族構成は心臓病で入退院を繰り返している夫と二人暮らしである
ことから告知を断念した事例）、秋田地判平成8年3月 22日判時1595号 123頁：【⑧】（肺の進行性末期
癌によって死亡した A（死亡当時 77 歳）が余命約一年の末期癌であると診断していながら、その旨を A 本人又は
その家族である X らに告知しなかったことが債務不履行ないし不法行為にあたるとして末期癌の告知のあり方が











































判平成10年 3月 13日判タ997号 253頁：【⑪】（良性の肝血管腫であったところ、医師により悪性腫瘍の
肝転移で、末期状態と誤った診断をされ、その旨を告知された上、抗癌剤投与の治療を受けたが、後に別の病院






































































 まず、説明義務違反を認めた責任肯定例として、東京地判平成４年 8 月 31 日判タ 793 号 275
頁：【⑬】（ＡＶＭ摘出のため 2 度に渡る手術を受けたが、著しい脳の腫脹を来たし死亡した事例）、新潟地判
平成6年2月10日判タ835号275頁：【⑭】（ＡＶＭに対しバルーンカテーテルを用いた塞栓術を行ったが、
塞栓物質が血管に詰まり、脳梗塞を来たし、結局身体障害者 1 級の後遺障害が残った事例）、東京地判平成 8
年 6 月 21 日判時 1590 号 90 頁、判タ 929 号 240 頁：【⑮】（ＡＶＭの全摘出術を受けたが、周囲脳の急
激な膨張・出血が起こり、片麻痺の障害を後遺した事例）、東京高判平成 11 年 5 月 31 日判時 1733 号 37
頁：【⑯】（【⑮】の控訴審）などがある377。 












                                                   



















 もう１つの問題点、「誤認・誤解が生じるような説明のあり方」として、【⑬】で、過去 5 年間























後、脳梗塞と脳出血により死亡した事例）、東京高判平成17年 5月 25日 LEX/DB 28103042：【㉑】（【⑲】
の控訴審）、東京地判平成17年 8月 29日 LEX/DB 25410656：【㉒】（未破裂脳動脈瘤に対する塞栓術（血
管内治療）を受けたところ、くも膜下出血が生じ、左上下肢の機能障害及び知的機能障害を来たした事例）の４
                                                   
379 塚本泰司[1996], 21頁、山下洋一郎[2005], 213頁、福岡聰一郎[2001], 118頁。 

















































1 時 30 分に始められ 3 時 10 分頃終了して、その直後の午後 3 時 30 分に説明を実施し、その後





実際、この事件は、77 歳の原告が 2000 年 12 月初旬に右眼の瞼が下がって物が見えにくくな
り、別の病院に通ったが症状が改善せず、翌年 1 月 31 日に被告病院で受診し、頭部 MRI 検査に















































次いで、説明義務法理に対して非常に大きな影響を与えた、最三小判昭和 57 年（1982 年）3 月
30 日判時 1039 号 66 頁（日赤高山病院未熟児網膜症事件）を紹介する。この判決は、説明義務の
領域においても、「人の生命及び健康を管理すべき業務に従事する者は、その業務の性質に照らし、

































































 そして、「時代の変化を象徴する判決」とも評された388、最三小判平成 12 年（2000 年）2 月 29




















小判平成 17 年（2005 年）9 月 8 日判時 1912 号 16 頁、判タ 1192 号 249 頁と、最二小判平成 18








                                                   
387 手嶋豊[2005],188頁。 



































最後に、チーム医療における説明義務に関する初の判断を示した最一法判平成 20 年（2008 年）









































  Ⅴ 診療債務と説明義務 
 




                                                   
390 野澤正充[2009]「チーム医療における総責任者の説明義務」速報判例解説4号 64頁。 
391 最三小判平成7年 4月 25日、最三小判平成13年 11月 27日等。 
392 原島重義[2002]『法的判断とは何か』（創文社）46頁。 





































                                                   
394 日野原重明[1996]「キュアとケア」大井玄＝堀原一＝村上陽一郎編『医療原論―医の人間学―』（弘文堂）（以
下、「日野原重明[1996]」とする。）52頁。 
395 日野原重明[1996], 54頁。 






























                                                   
397 日野原重明[1996], 54-55頁。 
398 日野原重明[1996], 60頁。 

















































                                                   
404 六本佳平[2004], 100-102頁。 
405 ここにおける記述も、六本佳平[2004], 100-102頁に依拠。 
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年 12 月の医療法改正の際、医療審査調停委員会の根拠法規が制定された。翌年の 1982 年から医
療法 54 条の２の規定423に基づき、保健福祉部長官の傘下に、中央医療審査調停委員会、市・道
                                                   
421 河上正二[2010],758頁。 
422 たとえば、寺沢知子「相当程度の可能性侵害における侵害に関する一考察－行為義務からのアプローチ－」産
大法学 43 巻 2 号 1 頁以下、米村滋人「『相当程度の可能性』法理の理論と展開」法学 74 巻 6 号 237 頁以下、石



















本共済会は、社団法人大韓医学協会（1993 年 5 月 29 日、大韓医師協会に名称変更）の一事業
部として設立され、1981 年 11 月 1 日より事業を開始し（1 年単位で 1 期の事業を運営）、今日に
至っている。当初は、非制度圏事業として運営されたが、1987 年、改定医療法により、医療紛争
による被害の補償等のため、保健社会部長官の許可を得て、共済事業を出来るように規定がおか
れた。1989 年 8 月 7 日、大統領令（第 12773 号）により改定された医療法施行令において、共
済事業の内容と共済事業の許可申請及び運営に関して具体的な規定が設けられた。そして、1990
年 8 月 14 日、保健福祉部の共済事業許可を取得し、法律的地位を確保し、10 期共済会が始まっ










































































は、大体 50％前後であったのが、その後、年々低下し、2003 年（22 期）に至っては、21.8％に
すぎない。 
本共済会は、1987 年には、医療法上、その根拠が明文化され（医療法 28 条の２）、形式的に
は保健福祉部の監督下にあるが、実質的には、公正性が認められないこと等により、紛争解決に
大きな役割は果たせていないようである。426427 
                                                   
424 최진홍（チェ・ジノン）[2005], pp.31-32；朴永浩[2005a],pp.150-152； 李載衡[2007],p.187. 





 ３ 民間保険会社による医師賠償責任保険 
韓国において、医療賠償責任保険が最初に登場したのは、1973 年で、東邦火災保険により、医









 ４ 韓国消費者院による被害救済 
(1) 韓国消費者院430の医療被害救済現況 
 韓国消費者院は、1999 年 2 月 5 日「消費者保護法」の改正により、金融、保険、法律、医療
等、「専門サービス」と称される領域での被害救済が可能となり、医療被害救済に関しては、1999






































〔図表Ⅳ－２〕は、1999 年から 2005 年までの、被害救済として受け付けられた事件数をまと
めたものであるが、7 年に満たない間に 4,646 件を処理し、被害者の救済と紛争の解決に多大な
役割を果たしていることがわかる。 
増加率をみても、業務開始の翌年である 2000 年度は、一気に 66％の増加となり、その後も 20％
以上の勢いで増加し、2003 年度は、増加率ではややマイナスに転じるものの、661 件と決して少
なくない処理件数となっており、2004 年度は約 33.９％、2005 年度は 23.5％と、また増加趨勢
を示している。医療機関別にみると、医院が総じて最も多いのだが、総合病院や病院に比して、
相対的に大学病院が高い数値を示しており、2005 年度に至っては、医院の 347 件をはるかに凌
ぐ 409 件で最多となっている。 
 
〔図表Ⅳ－２〕医療機関別被害救済現況 
区分 1999年 2000 年 2001 年 2002 年 2003 年 2004 年 2005年 合計 
大学病院 53 108 165 257 241 328 409 1,561 
総合病院 55 73 71 110 103 97 137 646 
病 院 31 65 113 108 90 106 190 703 
医 院 120 177 202 243 213 332 347 1,634 
薬 局 ６ 19 ４ ６ １ １ ２ 39 
その他 ６ ８ ４ ３ 13 21 ８ 63 





区分 1999 年 2000 年 2001 年 2002 年 2003 年 2004 年 2005 年 合計 
賠 償 95 152 234 234 190 245 315 1,465 





返 金 76 71 15 15 26 39 19 261 
情報提供 25 72 80 69 51 76 154 527 
調停要請 43 15 16 38 43 64 87 306 
取下・中止 － 63 97 161 112 107 112 652 
その他 19 13 ４ ６ ６ ２ － 50 
相談その他 13 64 113 204 233 352 406 1,385 





区 分 1999 年 2000 年 2001 年 2002 年 2003 年 2004 年 2005 年 合計 
～10 万ウォン 44 21 21 ５ ３ ４ － 98 
～100 万ウォン 84 95 66 53 51 84 75 508 
～500 万ウォン 49 74 93 93 82 93 143 627 
～1000 万ウォン ９ 10 38 38 42 40 54 231 
～5000万ウォン 12 20 29 56 35 57 52 261 
5000 万ウォン～ － ３ ２ ７ ３ ６ 10 31 
合 計 198 223 249 252 216 284 334 1,756 









の賠償をすることで示談に至ったケースが最も多く、7 年間を通して、賠償が 1,465 件、そして
返金が 261 件で、被害に対する金銭的な補償によって示談が成立したのは 1,726 件である。全被
害処理件数の内、証拠資料不備や医師の解明書遅延等により、処理が確定されなかった「相談そ
の他」の 1,385 件を除外すると 3,261 件であるから、これを考慮すると、この段階での実質的な
示談成立率は 52.9％となっている。 
 また、「情報提供」は 527 件で、被害に対する事実調査を通じて病院側の責任を問うことが困
難と思えるものが大部分であり、これは、両当事者間に横たわる尖鋭化された確執を、客観的立



















億ウォンを超えるものが 2004 年、2005 年、各々2 件存在する。2005 年 12 月 31 日現在までの
最高処理金額は、2004 年の胸部外科関連事件で、手術後、低酸素性脳障害を惹起した件で、３億
４千万ウォンの賠償がなされている。 
 総処理金額も年々増加しており、2005 年だけをみても総額約 26 億 8 千万ウォンに達し、1 件






に解決するために、1987 年 8 月に設立された準司法的機構である。本委員会は、消費者保護法
35 条に基づき、公正取引委員長が任命する委員長１人、常任委員１人を含め、財政経済部長官が
任命する消費者及び事業者団体代表、法曹界、医療、自動車、保険、製造物責任等の分野別専門
家 50 人により構成（〔図表Ⅳ-５〕参照）されている438。 
 
 





438 韓国消費者院資料（同院HP）；최진홍（チェ・ジノン）[2005],p.28; 李載衡[2007],p.197. 
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消費者代表 事業者代表 分野別専門家 弁護士 小計












が、医療審査調停委員会が国民の信頼を得られず、有名無実な状態となると、政府は 1998 年 12



























         〔図表Ⅳ‐７〕韓国消費者院へ相談件数と被害救済件数 
 消費者院事件受付・救済状況 
 相談受付 被害救済 
2005年 13,400 1,093 
2006年 15,835 1,156 
2007年 14,127  940 
2008年 14,716  603 
2009年 17,632  711 
2010年 21,813  761 

































ところが、何度も国会に法案が提出されては挫折を繰り返し、23 年の歳月を経て、2011 年 3
月 11 日、ようやく、無過失医療補償の内容をも盛り込んだ、医療紛争調停法が国会本会議で議






  Ⅱ 韓国における医療訴訟の動向 
 
 第 2 章においても述べたように、近年、韓国における医療訴訟数は、増加の一途をたどってお
り、特に 1996 年以降においては、その激増ぶりは顕著442で、2006 年には日本における新受件数
（913 件）を上回る 979 件に至っている（〔図表Ⅳ‐８〕参照）。韓国の人口は、日本のそれの約 4
割程度に過ぎない点443を考慮すると、この数値が尋常なものではないということが容易に想像で
きる。 
                                                   
442 1990年の新受件数が84件であるのに対し、2006年には979件と 10倍を超える値を示している。 






















ぶ不毛な争いを回避して解決に導けるよう 1981 年 12 月 31 日の「医療法」改正の際、医療審査





                                                   
444 金敏圭[2003],우리나라 의료과오소송의 실태와 의료분쟁해결방안（わが国の医療訴訟の実態と
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2) 第 15 代国会（1996 年 5 月 30 日～2000 年 5 月 29 日）では、1997 年 7 月、新政治国民会




3) 第 16 代国会（2000 年 5 月 30 日～2004 年 5 月 29 日）では、2002 年、ハンナラ党イ・ウ
                                                                                                                                                         
医療紛争解決方案）比較私法10巻 4号（以下、「金敏圭[2003]」とする。）,p.246. 
445 金敏圭[2003],pp.266-269. 
446 この部分に関しては、박준수（朴俊秀）[2010],의료사고 피해구제 및 의료분쟁조정등에 관한 법률(안)의 
주요쟁점에 관한 고찰（医療事故被害救済及び医療紛争調停等に関する法律(案)の主要争点に関する考察）, 




対しても補償がなされるようにすること等を組み入れた法案の提出がなされたが、2003 年 2 月
保健福祉部会議で開催された公聴会以後、特に進展を見ないまま、任期満了でまたも廃案となっ
た。 






5) 第 18 代国会（2008 年 5 月 30 日～2012 年 5 月 29 日）では、2009 年 5 月に民主党チェ・
ヨンヒ議員発議による「医療事故救済に関する法律案」が、同年 6 月にハンナラ党シム・チェチ
ョル議員による「医療紛争調停及び被害救済に関する法律案」が、民主党パク・ウンス議員の「医
療事故被害救済法制定に関する請願案」の 3 つが提出された。 
これに対し保健福祉部家族委員会は、これら３つの案を統合した「医療事故被害救済及び医療
紛争調停等に関する法律案」を代案として議決した。この代案が 2011 年 3 月 10 日、国会法制司









その他医療紛争と関連し、大統領令で定める業務をあげている（法 8 条）。 
 医療仲裁院の構成については、役員として、院長、医療紛争調停委員会の委員長、医療事故鑑
定団の団長を含めた 9 人以内の理事と監事 1 人を置くこととしており、役員の任期は 3 年となっ
ている（法 10 条） 






                                                   
447 本法律の日本語訳に関しては、末尾に「資料２」として添付する。 
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 「医療紛争調停委員会」は、委員長及び 50 人以上 100 人以下の調停委員で構成される。調停
委員の定数の 5 分の 2 は判事・検事、または弁護士資格を有する者、同 5 分の 1 は保健医療団体
または保健医療機関団体が推薦する者、さらに 5 分の 1 は、消費者権益に関する学識と経験が豊

















嘱するが、専門医資格取得後 2 年以上経過する者や、歯科医・韓医師免許取得後 6 年以上、弁護
士資格取得後 4 年以上といった一定の要件を満たす者に限られる（法 26 条 2 項）。医療事故鑑定
団の構成は、その業務を効率的に遂行するために、常任鑑定委員及び事件ごとに団長が指名する
非常任鑑定委員からなる分野別、対象別、地域別鑑定部を置くことができる（法 26 条 1 項）。 
(4) 医療事故の調停・仲裁手続 
 調停の申請は、医療事故の原因となった医療行為が終了した日から 10 年以内かつ、被害者や
その法定代理人がその損害及び加害者を知ったときから 3 年以内でなければならない（法 27 条
10 項）。調停部は、調停申請があった日から 90 日以内に調停決定を行わなければならず、調停部
が必要と認定する場合は、その期間を 1 回に限り 30 日まで延長することができる（法 33 条）。 
 調停を申請した者は、調停手続進行中、いつでも被申請人と和解することができる（法 37 条 1
項）。この場合、調停部は手続を中断し、当事者が合意した内容に沿って調停調書を作成しなけれ
ばならない。この場合の調停調書は、裁判上の和解と同一の効力を有する（法 37 条 4 項）。 
 また、本法による調停及び仲裁手続は韓国国民のみならず外国人も利用することができるよう
規定されている（法 3 条）。 
一方、仲裁制度は、紛争当事者が、紛争に関し、調停部の終局的決定に従う旨を書面で合意し、
仲裁を申請することができる（法 43 条 1 項）。仲裁申請は調停手続係属中にも可能で、また仲裁
判定は確定判決と同一の効力を有する（法 44 条 1 項）。 
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れた場合、②消費者基本法 67 条 3 項によって調停調書が作成された場合、③法院が民事手続に
おいて金員の支給を命じる執行権原を作成した場合にもかかわらず、それに適う金員が支給され
なかった場合、その未支給金に対し、医療仲裁院に代払を請求することができる（法 47 条）。 
医療仲裁院は、代払した場合、その分を当該保健医療機関の開設者に求償でき（法 47 条 6 項）、
またこの場合、国民健康保険公団は、療養機関に支給すべき療養費の一部を医療仲裁院に支給す










医療仲裁院は、前述のように 2011 年 3 月に制定された「医療事故被害救済及び医療紛争調停
等に関する法律」に基づき、医療紛争に悩む患者と医療関係者のために設立された、保健福祉部
傘下の特殊法人で、紛争当事者双方の立場を理解し、迅速で公正な被害救済と、安心できる診療

















非農林漁業 2,891,400(KRW) （260,226(JPY)） 302,100(JPY) 
製造業 2,758,000(KRW) （248,220(JPY)） 293,400(JPY) 




区 分 医療仲裁院 調停 民事訴訟 
迅速性 
（所要期間） 最長 4 ヶ月 平均 26.3 ヶ月 
経済性 
（費用） 
最低 22,000 ウォン（申請額 500 万ウォン以下） 






 また、訴訟による解決を図る場合でも、訴訟期間の長期化傾向（平均 26.3 ヶ月）と、高額な訴














                                                   
















〔図表Ⅳ‐11〕  韓国医療紛争調停仲裁院の組織構造 
 
＊医療仲裁院資料(同院ＨＰ)を引用。 























て、求償することができ（法 47 条 6 項）、求償によっても償還が不可能な代払金に関しては欠損





娩医療事故補償事業」を実施すると定めている（法 46 条 1 項）。 
 当事業に要する費用については、国家 100 分の 70、分娩実績のある保健医療機関 100 分の 30
の比率で分担することと定まっているが（施行令 21 条）、議論の過程でかなり紛糾した事柄で、
また、種々の問題も孕んでいることもあり451、分担比率に関しては、2016 年 4 月 8 日まで検討
し、調整することとなっている（施行令 31 条）。 
 
４ 医療仲裁院1年の実績 
 医療仲裁院が 2012 年 4 月 8 日に出帆後 1 年間（2012.4.8～2013.3.31）において、34,553 件










（1 日平均 142 件）の相談を実施し、その内、実際に調停・仲裁申請がなされたのが 804 件とな
っている。 
〔図表Ⅳ‐12〕はこの 804 件を月別に示したものである。見ての通り、じっくりとではあるが
着実に伸びが見られ、2013 年に入って 100 件を超えだしている。 
診療科目別に見ると（〔図表Ⅳ‐13〕）、内科と整形外科が 148 件（18.4％）と最も多く、次い











   〔図表Ⅳ‐13〕 診療科目別申請状況   
          （単位：件） 











804 148 148 71 68 68 56 42 29 174 
100.0% 18.4% 18.4% 8.8% 8.5% 8.5% 7.0% 5.2% 3.6% 21.6% 
＊医療仲裁院資料（同院HP）を引用。以下の〔図表Ⅳ‐14〕も同じ。 
 次に〔図表Ⅳ‐14〕は、1 年間に調停申請がなされた、804 件の終局区分を示したものである。 
 これによると、被申請人の応諾により調停開始となったのが 299 件（筆者注：不同意により却
下されたのが 444 件、開始前の取り下げが 6 件でこれらは表に反映されていない）で、調停参与
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率は 40％を割っており452、これを高めていくのが今後の課題となろう。 
 また、この 1 年間に調停が終了した 196 件の内、調停が成立した数は、手続中の和解 98 件と
調停決定に合意が成立した 35 件を合わせると 133 件で、調停成立率は 83.1％となっている。 
 
 
    〔図表Ⅳ‐14〕 調停・仲裁による事件処理現況    














成立 不成立 未確定 小計  
全体 804 299 196 98 35 27 2 64 14 20 103  
＊開始：被申請人同意の下調停手続開始，   **合意：当事者合意(和解)で調停調書作成，仲裁判定 1 件含む  
 
 














鑑定団の構成は、法に基づき、50 人ないしは 100 人以内で構成されるようになっているが、
2012 年 10 月 31 日現在、医療仲裁院に直接雇用されている常任鑑定委員は 4 名456、調査官457が
















〔図表Ⅳ‐15〕 医療事故鑑定団非常任鑑定委員の現況   
（2012 年 10月 31 日現在） 
医療人 医師、歯科医師、韓医師等 43 名 
法 曹 検   事 3 名 弁  護  士 20 名 
消 費 者 権 益 委 員 13 名 
合  計 79 名 
＊医療仲裁院資料（同院HP）より 
 
また分野別鑑定部が設けられ、現在 6 部で構成されているが、2013 年には 15 部で構成される
予定となっている。 
実際、鑑定業務にあたる鑑定委員会は、学識と経験が豊富な 5人のメンバーで構成されており、
医療人（分野別専門医、歯科医、韓医等）2 名、法曹 2 名（うち現職検事が 1 名）、消費者団体か








り、逆に、消費者団体や法曹界の方からは、医師が 2 名もいると異議が唱えられた。 


















































                                                   




































                                                   
460 調停委員の業務を補佐するための実務経験を有する専門家で弁護士等の資格を有する者。 
461 ク調査官によると、この調査報告書を作成するのに大体 1 週間ないしは 2 週間を要するとのことである。 

























 医療紛争調停委員会は、50 人以上 100 人以下の調停委員で構成され、その定数の 5 分の 2 は
法曹、5 分の 1 を医療人、同じく 5 分の 1 を消費者団体が推薦する者、最後の 5 分の 1 は学識経
験者で構成されるようになっている。 
 実際の事件の調停業務にあたるのは、やはり 5人の調停委員で構成される調停委員会であるが、














                                                   






























年 4 月 8 日の施行からすでに 1 年が過ぎたが、やはり現時点においてはまだ詳細な分析と十分な






                                                   










































                                                   
467 金敏圭[2003],p.270. 
468 児玉安司[2013]「医療ＡＤＲ」法律時報85巻 4号 37頁。 
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第５章 結 語 
 













































































に関する規定〔韓国医療法 24 条〕）、民法（診療契約を委任契約と捉えることから韓国民法 680



































                                                   
469 金敏圭[2005], 日本 民事法 研究에(に) 대한(対する) 批判的 考察－醫療過誤責任法上의 















































過失ないしは裁量ミスを問題としているが、新潟ＡＶＭ事件（新潟地判平成 6 年 2 月 10 日判タ
























                                                   
471 たとえば、手嶋豊[2001]「医療における同意の前提としての説明義務に違反したために認められた慰謝料の
算定に関する考察」ジュリ1199号など。 
472 たとえば、Frankel, T.[1983], Fiduciary Law, Cal. L. Rev.795.など。 
473 手嶋豊[2011]『医事法入門〔第3版〕』（有斐閣）28頁。  
474 ニクラス・ルーマン（大庭健＝正村俊之訳）[1990] 『信頼―社会的な複雑性の縮減メカニズム』（勁草書房）


















するが、医師 2 名と現職検事を含めた 2 名の法曹、そして市民団体から 1 名を加えた 5 人で鑑定
部が構成され、鑑定を合議で行うが、その実相は、医療鑑定のみにつきない点に特徴がある。つ
まり、医療上の過失のみならず、法的評価が伴う因果関係の鑑定まで一手に引き受けており、さ































つつ 2011 年 3 月、23 年間の紆余曲折の末、ようやく日の目を見ることになった、新たな紛争解
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【１】大法院 1979.8.14 宣告 78 다 488 判決 
＜事実の概要＞ 



















































































































































【６】大法院 1994.11.25 宣告 94 다 35671 判決 
＜事実の概要＞ 







































































【８】大法院 1995.2.10 宣告 93 다 52402 判決 
＜事実の概要＞ 
 患者亡Ａは、手の平や足裏に汗を多くかく症状を治療するために 1990 年 7 月 28 日、被告Ｙ１
病院に入院し、手術に先だって事前検査を済ませ、手術後極まれに下肢麻痺や気胸などが起きる
ことがあり、その他顔にまったく汗をかかなかったり、まだ医学的によくわからない副作用があ
りうるといった内容の説明を被告Ｙ２医師より受け、同被告医師により、同月 31 日 9：40 より
14：30 まで第 1 胸椎及び第 2 胸椎から手に向かう交感神経切除術を受けた。ところが、術後 16：
45 頃、口に泡を吹いて脚に痙攣があり、21：00 頃、全身痙攣の症状が出現した。同年 8 月 1 日
0：30 頃に集中治療室に移され、気管内挿管し、人工呼吸器装着。その後継続して集中治療を行
ったが、同月 3 日ＣＴ撮影の結果、脳幹及び小脳間において脳梗塞が確認され、それにより同月


















































































【11】大法院 1997.7.22 宣告 95 다 49608 判決 
＜事実の概要＞ 
原告Ｘは、1991 年 10 月 7 日、被告Ｙ病院眼科を受診し、右眼は白内障が酷く視力が 0.1 で、
左眼は白内障ではないが視力が 0.15 で両眼とも中等度近視との診断を受けた。 
原告Ｘは同年 12 月 12 日、被告Ｙ病院で右眼白内障手術（人口水晶体挿入術）を受け、退院時
である同月 18 日には視力が 0.5、翌年 1992 年 2 月 6 日には、0.9 とほぼ正常に回復した。 
ところが約半年後（同年 8 月 31 日）飛蚊症の症状を訴え、同年 9 月 17 日には飛蚊症の増加と
9 
 
共に視力低下が見られ、牽引性網膜剥離があるので入院を勧められ、翌 9 月 18 日、ソウル大学病
院眼科を受診。右眼前方に人工水晶体（眼内レンズ）があり、網膜が剥離しており、網膜の 6 時
の方向から 10 時の方向に向かって中間部位に裂孔があるため手術を勧められたが、これを拒否。 













































【13】大法院 1998.2.13 宣告 96 다 7854 判決  
＜事実の概要＞ 
原告Ｘは 1989 年 5 月 16 日、膀胱尿道瘤と子宮ヘルニアの治療のため、被告Ｙ学園が運営する
Ｋ大学病院に入院し、膣式子宮摘出術を受けたが、この手術時の出血により、同月 20 日に実施し
た血液検査でヘモグロビンとヘマトクリットの数値が正常以下になっていたことから、被告大韓






ので、同人が過去に献血歴があるか調査し、同年 5月 15 日にも献血を行ったが、その血液が翌日
Ｙ学校法人のＫ大学病院に渡り、Ｘに輸血された事実を確認し、同病院にその事実を通告。同病





















































































【17】大法院 2002.3.29 宣告 2002 다 61947 判決 
＜事実の概要＞ 
原告Ｘは、1996 年 10 月 14 日、被告Ｙ１病院で、妊娠の診断を受けて以来、同年 12 月 3 日から
翌 1997 年 5 月 27 日まで約 10 回にわたり、被告から定期的な産前検査と診療を受けた。 
原告は、定期健診の際、1997 年 1 月 23 日、被告Ｙ２に奇形児出生可能性を心配し、事前検査を





原告Ｘは、同年 6 月 1 日、被告病院で、帝王切開により、出産したが、新生児に先天的なダウ
ン症候群の徴候があり、胎児は小児病院で治療中、ダウン症候群に由来する白血病等により同年















【18】大法院 2002.5.28 宣告 2000 다 46511 判決 
＜事実の概要＞ 
 原告Ｘ１は、手が震え、言葉がうまく発せない等の症状が見られたため、1994 年 10 月 24 日、
被告ソウル大学病院で検査を受けたところ、Wilson 病との診断を受け、入院治療を受けた。同年
11 月 17 日、同病の唯一の治療薬であるＤ‐ペニシラミンを 9 日分処方され退院。同月 23 日、再
診を受け、同薬を 3 か月分処方してもらい 1995 年 2 月 15 日の再診予約をしたが、原告Ｘ１は同
薬の服用で状態が悪くなるとの理由で、自分の判断で服用を中止し、予約した診療日にも受信し
なかった。 


















【19】大法院 2002.10.25 宣告 2002 다 48443 判決 
＜事実の概要＞ 
原告は1993年10月7日に被告運営の病院を訪ねビューティコンテストに参加しようと思うが、
額と顎を高め、目を二重にする手術を希望して、美容整形手術の相談をし、同年 11 月 17 日、600
万ウォンを被告に支払い、額と顎にシリコンを挿入し、まぶたを二重にする手術を受けた。その
後、国際ビューティコンテストに韓国代表で出場するなど特に支障なく活動していていたが、被
告に再手術を要求し、1994 年 12 月 13 日頃、二重の大きさを若干縮め、額と顎の補綴物の大き
さも、やや薄手のものに交換する追加手術を受けたが、1997 年 12 月頃から、原告のあごの部分

















【20】大法院 2004.10.28 宣告 2002 다 45185 判決 
＜事実の概要＞ 








ることとした。同年 1 月 21 日、検査開始後、左椎骨動脈の病変の疑いのため写真撮影をしている
最中に急に頭痛を訴え、カテーテルを引き抜き、検査を中断したが、亡Ａは意識を失い、同日、
追跡ＣＴ撮影の結果、脳幹と小脳の梗塞が確認され、その後Ａは昏睡状態となり、回復しないま















宣告 2002다 48443 判決等）、この場合、医師が施術前に患者の状態及び施術による合併症で死亡
する可能性の程度と予防可能性等に関し、具体的に説明をしなければ、説明義務を尽くしたとは






















原告Ｘは、1999 年 2 月 24 日から同年 6月 28日まで保健所の処方通り最初の 2か月は 23.5 ㎎/
㎏、その後は 15.7 ㎎/㎏を服用した。6月 28日、原告から視野が曇るということで眼科を受診す
ると視神経炎の診断（視力は右 0.5、左 0.6）を受けたという事実を聴き、即時 EMB の投与を中止
し、他の薬剤で調剤する措置を採り、1999 年 9 月頃結核は完治判定を受けたが、EMB の服用を中
止したにもかかわらず視力は漸次低下し服用前は両限とも1.0であった視力が、2001年9月5日、







































































【23】大法院 2007.5.31 宣告 2005 다 5867 判決 
＜事実の概要＞ 
 2000 年 10 月 4 日、亡患者Ａは、黄疸症状の正確な原因を調べるために被告学校法人が運営す
る大学病院に 2 週間の予定で入院し、肝エコー検査、肝臓の組織検査等を行ったが、原因が発見







査前に亡Ａの同意を得ることができず、結局は同意のないまま同年 10 月 18 日に検査を実施し、









のも可能であるというべきであるが（大法院 2000.7．7．宣告 99 다 66328 判決参照）、その場合
でも医師の過失による結果発生を推定できる程度の蓋然性が担保されない事情をもって漠然と重
大な結果から過失と因果関係を推定することで、結果的に医師に無過失の立証責任を負わせるこ




















































断が必要であるとの趣旨の説明まではしなかった。被告は、同年 6 月 12 日、原告に 2 回目の超
音波検査を実施したが、腫瘤が大きくなっている状態（21.0mm→22.7mm、15.5mm→25.1mm）
であった。ここで被告は、原告に切除術と陥没乳頭矯正術を行うこととし、同年 6 月 18 日に施行
し、摘出した腫瘍に対する検査を依頼したところ、「浸潤性乳管癌、一部リンパ管浸潤の疑い」と
の結果を受け、原告を上級医療機関に転医措置を行った。同年 6 月 29 日、乳癌 3 期と診断を受
け、抗癌剤による治療後、左腋窩リンパ節に対し、広めの局所切除術を受けた。（2006 年 2 月肝




















【26】大法院 2010.5.27.宣告 2007 다 25971 判決 
＜事実の概要＞ 








































【27】大法院 2010.6.24 宣告 2007 다 62505 判決 
＜事実の概要＞ 
Ｘ３は、人工授精により三つ子妊娠し、選択流産を行い、双子を出産することを選択した。妊


















































するが（大法院 1995.3.10.宣告 94다 39567 判決参照）、当事者一方が証明を妨害する行為を行っ
たとしても法院としては、これを一つの資料と捉え、自由な心証によって妨害者側に不利な評価
をすることができるというだけで、証明責任が転換されたり、ただちに相手方の主張事実が証明




されたとみるべきものではなく（大法院 1993.11.23.宣告 93다 41938 判決、大法院 1999.4．13．





















明義務違反の責任を負わない（大法院 2002.5.28.宣告 2000다 46511 判決参照）。」 
 





















































【30】大法院 2010.8.19 宣告 2007 다 41904 判決 
＜事実の概要＞ 
原告Ｘは 1980 年頃、二重瞼の手術を、2000 年頃、両眼に真皮移植手術を受けたことがあるが、
上記各手術の後遺症で両眼の眼瞼下垂症状が発生し、これを矯正し、自然な二重のラインを作る
ため 2003 年 2 月 26 日、被告Ｙより二重瞼再手術（本件 1 次手術）を受けた。ところが、1 次手

























































＜ 資 料２ ＞ 条文全訳 
 
医療事故救済及び医療紛争調停等に関する法律3 












































6 薬師法第 23 条第 1項は、「薬師及び韓薬師でなければ医薬品を調剤することができず、薬師及び韓薬師は、各々
免許の範囲で医薬品を調剤しなければならない。」とし、その但書で「但し、薬学を専攻する大学の学生は、保








































 1. 目的 
 2. 名称 
 3. 主たる事務所及び支部に関する事項 
  4. 役員及び職員に関する事項 
  5. 理事会の運営に関する事項 
  6. 第 19 条に則った医療紛争調停委員会に関する事項 
  7. 第 25 条に則った医療事故鑑定団に関する事項 
  8. 第 47 条に則った損害賠償金代払に関する事項 
  9. 業務とその執行に関する事項 
  10. 財産及び会計に関する事項 
  11. 定款の変更に関する事項 
  12. 内部規定の制定・改定及び廃止に関する事項 
  13. その他保健福祉部令で定める事項 







  3.損害賠償金代払 
  4.医療紛争と関連した制度と政策の研究・統計作成、教育及び広報 

























 1. 大韓民国国民ではない者 






                                                   


















 1. 政府出損金 
  2. 調停仲裁院の運営による収入 
② 政府は、調停仲裁院の経費を充当するために、必要な出損金を予算の範囲で支給する。 











務を補佐する者、第 25 条に則った医療事故鑑定団の鑑定委員及び調査官は、「刑法」第 129 条か









                                                   
11 韓国刑法第 129 条（収賄、事前収賄）① 公務員または仲裁人がその職務に関し、賄物を収受、要求または約束
したときは、5年以下の懲役または 10 年以下の資格停止に処する。 
② 公務員または仲裁人となる者がその担当する職務に関し、請託を受け、賄物を収受、要求または約束した後、
公務員または仲裁人になったときには 3年以下の懲役または 7年以下の資格停止に処する。 
同第 130 条（第三者賄物提供）公務員または仲裁人がその職務に関し、不正な請託を受け第三者に賄物を供与し
たり、供与を要求または約束したときは 5年以下の懲役または 10 年以下の資格停止に処する。 





求または約束したときは 5年以下の懲役または 10 年以下の資格停止に処する。 
④ 前 3項の境遇には 10 年以下の資格停止を併科することができる。 
同第 132 条（斡旋収賄） 公務員が、その地位を利用し、他の公務員の職務に属する事項の斡旋に関し、賄物を収




 1. 第 23 条に則った調停部の構成に関する事項 
  2. 調停委員会の議事に関する規則の制定・改定及び廃止 
  3. その他委員長が審議に付する事項 
 
第 20条（調停委員会の構成及び運営） 
① 調停委員会は、委員長及び 50 名以上 100 名以内の調停委員で構成し、非常任とする。但し、
第 37条第 2項に則った調停調書作成等のために常任調停委員をおくことができる。 
② 院長は、次の各号のいずれか一つに該当する者の中で、調停委員を任命または委嘱する。 
 1. 調停委員定数の 5分の 2は判事・検事または弁護士の資格を有する者（外国の法制に関する
学識と経験が豊富な者を 2名以上含まなければならない。） 
  2. 調停委員定数の 5分の 1は、保健医療に関する学識と経験が豊富な者で、保健医療人団体ま
たは保健医療機関団体が推薦する者（外国の保健医療に関する学識と経験が豊富な者を 2 名
以上含まなければならない。） 
  3. 調停委員定数の 5 分の 1 は、消費者権益に関する学識と経験が豊富な者で、「非営利民間団
体支援法」第 2条12に則った非営利民間団体が推薦する者 
  4. 調停委員定数の 5分の 1は、大学や公認された研究機関において副教授級以上またはこれに
相当する職にあるか過去にあった者で保健医療人ではない者 














 1. 第 21 条に該当する場合 
  2. 身体上または精神上の障害により職務を遂行することができなくなった場合 







 4．常時構成員数が 100 人以上であること。 











③ 調停部は、第 20 条第 2 項第 1 号に該当する者は 2 名（判事 1 名は含めなければならない。）、




 1. 医療紛争の調停決定及び仲裁判定 
  2. 医療事故による損害額の算定 
  3. 調停調書作成 
  4. その他大統領令で定める事項 







  2. 調停委員が当該事件の当事者と親族関係にあるか、もしくは親族関係であった場合 
  3. 調停委員が当該事件に関して陳述や鑑定を行った場合 
  4. 調停委員が当該事件に関して当事者の代理人として関与しているか、もしくは関与していた
場合 
  5. 調停委員が、当該事件が発生した保健医療機関に従事しているか、もしくは従事していた場
合 










⑤ 調停委員は、第 1 項または第 3 項に該当する場合、調停部の許可を得ずに当該事件の職務執
行を回避することができる。 
⑥ 第 3 項に則った忌避申請があるときには、当該調停委員が属する調停部は、その申請に対す
る決定が下されるまで調停手続きを中止しなければならい。 
⑦ 第 23 条第 7 項に則り調停委員の業務を補佐する者、第 26 条に則った鑑定委員及び調査官に
関しては、第 1項から第 6項までの規定を準用する。 
 






② 鑑定団は、団長及び 50 名以上 100 名以内の鑑定委員で構成し、団長は非常任で、保健医療に
関する学識と経験が豊富な者の中から院長の任命要請により保健福祉部長官が委嘱する。 
③ 鑑定団の業務は次の各号の通りである。 
 1. 医療紛争の調停または仲裁に必要な事実調査 
  2. 医療行為等をめぐる過失の有無及び因果関係の究明 
  3. 後遺障害発生の有無等の確認 









  2. 弁護士資格取得後 4年以上経過した者 
  3. 保健福祉部長官が第 1号または第 2号に相当すると認定する外国の資格または免許取得後 5
年以上経過した者 
  4. 消費者権益に関する学識と経験が豊富な者で、「非営利民間団体支援法」第 2条15に則った非
営利民間団体役員の職に 2年以上就いているか、または就いていた者 
③ 推薦委員会の委員は、次の各号のいずれか１つに該当する者の中から院長が委嘱する。この




  2. 保健医療に関する学識と経験が豊富な者で、保健医療人団体または保健医療機関団体が推薦
する者 
  3. 消費者権益に関する学識と経験が豊富な者で、「非営利民間団体支援法」第 2条16に則った非
営利民間団体が推薦する者 




⑥ 鑑定委員の任期は 3年とし、連任することができる。 
⑦ 各鑑定部におく鑑定委員の定数は次の各号の通りである。 
 1. 第 2項第 1号または第 3号（外国の医師専門医資格や歯科医師または韓医師免許を取得した
者に限定する）に該当する者：2 名 
  2. 第 2 項第 2 号または第 3 号（外国の弁護士資格を取得した者に限定する）に該当する者：2
名（検事 1名を含めなければならない） 
                                                   
15 前掲注 12 参照のこと。 
16 前掲注 12 参照のこと。 
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  3. 第 2項第 4号に該当する者：1名 
⑧ 鑑定部の長は、第 2項第 1号に該当する者の中から団長が指名する。 
⑨ 鑑定部に 1名以上の常任鑑定委員をおく。 
⑩ 鑑定委員は、自身の職務を独立的に遂行し、医療事故の鑑定に関し、いかなる指示にも拘束
されない。 








第 1節 調停 





 1. 当事者の法定代理人、配偶者、直系尊卑属または兄弟姉妹 
  2. 当事者である法人の役員・職員 
  3. 弁護士 
  4. 当事者から書面により代理権を授与された者 
③  院長は、第１項に則った調停申請が、次の各号のいずれか１つに該当する場合、申請を却下
する。 
 1. すでに当該紛争調停事項に対し、法院に訴えが提起された場合 
  2. すでに当該紛争調停事項に対し、「消費者基本法」第 60 条17に則った消費者紛争調停委員会
に紛争調停が申請された場合 









 1. 申請人が調査に応じなかったり、２回以上出席要求に応じないとき 
                                                   









  2. 申請人が調停申請後に医療事故を理由に「医療法」第 12条第 2項18に違反する行為をしたと
き、または「刑法」第 314 条第 1項19に該当する行為をしたとき 
  3. 調停申請があった後に訴えが提起されたとき 
⑧  第 4 項に則って調停申請書の送達を受けた被申請人が調停に応じる意思を調停仲裁院に通知
することで調停手続きが開始となる。被申請人が調停申請書の送達を受けた日から 14日以内に調
停手続きに応じる意思を通知しなかった場合、院長は調停申請を却下する。 
⑨  第 7 項または第 8 項に則って調停申請が却下された場合、院長は遅滞なく委員長と団長にこ
れを知らせなければならない。 
⑩  第 1 項に則った紛争の調停申請は、次の各号に該当する期間内に行わなければならない。 
 1. 医療事故の原因となった行為が終了した日から 10年 
  2. 被害者やその法定代理人がその損害及び加害者を知ったときから 3年 
⑪  申請人が被申請人の指定を誤ったことが明らかなときは、調停部は申請人の申請により決定
で被申請人の更訂を許可することができる。 













①  鑑定部は、調停申請があった日から 60日以内に鑑定書を作成し、調停部に送付しなければな
らない。 
②  第 1 項にもかかわらず、鑑定部が必要と認めるときには、その期間を 1回に限り 30日まで延
長することができる。この場合、その事由と期限を明示し調停部に通知しなければならない。 








                                                   




19 刑法第 314 条は（業務妨害）に関する規定で、その 1項は「第 313 条の方法（筆者注：虚偽の事実の流布や偽





③  調停部が第 2 項に則り再鑑定を要求した場合、団長は、既存の鑑定手続きに参与していない
鑑定委員で新たに鑑定部を構成しなければならない。 
















 1. 事件番号と事件名 
  2. 当事者及び代理人の氏名と住所 
  3. 決定主文 
  4. 申請の趣旨 
  5. 決定理由 








① 院長は、第 33 条に則り調停部が調停決定を行ったときは、その調停決定書正本を 7日以内に
申請人と被申請人に送達しなければならない。 
② 第 1項に則った送達を受けた申請人と被申請人は、その送達を受けた日から 15 日以内に同意
の可否を調停仲裁院に通報しなければならない。この場合、15 日以内に意思表示がないときは同
意したものとみなす。 
③ 調停は第 2 項に則り、当事者双方が調停決定に同意したとき、あるいは同意したとみなされ
るときに成立する。 







 1. 「薬師法」第 2条に定める医薬品、韓薬及び韓薬製材20 
  2. 「医療機器法」第 2条に定める医療機器 
  3. 「血液管理法」第 2条に定める血液 
第 37条（調停手続中の合意（筆者注：この場合の合意は和解を意味する）） 
① 申請人は第 27条第 1項に則った調停申請を行った後、調停手続進行中に被申請人と和解する
ことができる。 
② 第 1 項に則った和解に至った場合、調停部は調停手続を中断し、当事者が合意した内容に従
って調停調書を作成しなければならない。 
③ 調停部は、第 2項に則った調停調書を作成する前に当事者の意思を確認しなければならない。 














① 第 27 条第 1 項に則った調停の申請は、時効中断の効力を有する。但し、その申請が取下げ、
もしくは却下されたときは、その効力は生じない。 
② 第 1 項本文に則り中断した時効は、次の各号のいずれか１つに該当する場合、新たに進行す
る。 
 1. 調停が成立した場合や第 37 条による調停手続中の合意（＝和解）が成立した場合 
  2. 当事者の一方、もしくは双方が調停決定に同意しないという意思表示をした場合 
 









                                                   






























② 保健福祉部長官は第 1 項に則った医療事故補償事業にかかる費用の一部を予算の範囲で支援
することができる。 
③ 調停仲裁院は、第 1 項に則った医療事故補償事業にかかる費用の一部を保健医療機関開設者
等大統領令で定める者に分担させることができる。 











 1. 調停が成立したり仲裁判定が下された場合、または第 37 条第 1 項に則り調停手続中の合意
（筆者注：この場合も和解を意味する）により調停調書が作成された場合 
  2. 「消費者基本法」第 67条第 3項22に則り調停調書が作成された場合 
                                                   
21 仲裁法第 36 条によると、「仲裁判定に対する不服は、法院に仲裁判定取消の訴えを提起する方法でのみ行うこ
とができる。」（第 1項）としているが、この訴えは仲裁判定の正本を受け取った日から 3か月以内に提起しな
ければならないとされている（第 3項）。 




  3. 法院が、医療紛争に関する民事手続において、保健医療機関開設者、保健医療人、その他当
事者になりうる者に対し、金員の支給を命じる執行権原を作成した場合 








⑤ 調停仲裁院は、第 1 項に則った代償請求があるときは、保健福祉部令で定める基準にしたが
って審査し支給しなければならない。 
⑥ 調停仲裁院は、第 5 項に則り損害賠償金を代償した場合、当該保健医療機関開設者または保
健医療人にその費用を求償することができる。 
⑦ 調停仲裁院は、第 6 項に則り代払金を求償するにあたって、償還が不可能な代払金に対し、
欠損（筆者注：赤字）処分をすることができる。 

















① 医療事故により「刑法」第 268 条24の罪の内、業務上過失致傷罪を犯した保健医療人に対して
は、第 36 条第 3項に則った調停が成立した場合や、第 37条第 2項に則った調停手続中の合意（＝






23 国民健康保険法第 43 条は、（療養給付費用の請求と支給等）に関する規定である。療養機関は療養給付費用を
国民健康保険公団に請求できるが（第 1項）、療養給付費用の請求をしようとする療養機関は、健康保険審査評
価院に療養給付費用の審査請求をすること、そして健康保険審査評価院はこの審査後遅滞なくその内容を公団と
療養機関に通知することとなっており（第 2項）、さらに同条第 3項では、「第 2項の規定により審査内容の通
知を受けた公団は、遅滞なくその内容に沿って療養給付費用を療養機関に支給する。」との旨が定められている。 



















① 第 41条に違反し、職務上知りえた秘密を漏洩した者は、3年以下の懲役または 1千万ウォン
以下の罰金に処する。但し、これに対しては、被害者またはその代理人の告訴があってはじめて
公訴を提起することができる。 
② 第 28 条第 3項に則った調査・閲覧または複写を正当な理由なく拒否・妨害または忌避した者
は、３千万ウォン以下の罰金に処する。 
第 54条（過料） 
① 次の各号のいずれか１つに該当する者には 500 万ウォン以下の過料を賦課する。 
 1. 第 9条に違反し同一または類似名称を使用した者 
2. 第 28 条第 1 項による出席要求を受けながら、正当な事由なく出席しなかった申請人または
被申請人 
3. 第 28 条第 1 項による調査に必要な資料及び物等の提出要求を受けながら、正当な事由なく
これを提出しなかった者 
4. 第 28 条 2 項に則った疎明要求を受けながら、正当な事由なく、これに応じなかった者 
② 第 1 項に定める過料は、大統領令で定めるところにより、保健福祉部長官、市・道知事また
は市長・郡首・区庁長が賦課・徴収する。 
 
附則＜第 10566 号，2011.4.7＞ 
第 1 条（施行日） 
この法は、公布後 1 年が経過した日から施行する。但し、第 46 条及び第 51 条は公布後 2 年が
経過した日から施行する。 
第 2条（委員会の設立準備） 
① 保健福祉部長官は、この法の公布の日から 3 か月以内に調停仲裁院の設立に関する事務を処
理するために設立準備委員会（以下「準備委員会」という。）を構成する。 
② 準備委員会は、設立準備委員長（以下「準備委員長」という。）を含めた 9名以内の設立準備
                                                   
25 仲裁法第 31 条（和解）① 仲裁手続の進行中に当事者らが和解した場合、仲裁判定部は、その手続を終了する。
この場合、仲裁判定部は当事者らの要求によりその和解内容を仲裁判定の形式に記すことができる。 











⑤ 準備委員長は、第 4 項に則り認可を得たときは、調停仲裁院の設立登記を行った後、院長に
事務を引き継がなければならない。 





この法施行当時、従前の「医療法」第 31 条第 1 項27に則った共済事業の申告を行った者は、第
45 条第 1項に則った認可を得たものとみなす。但し、本法施行の日から 1年以内に本法による要





                                                   
26 前掲注 12 参照のこと。 
27 医療法第 31 条（共済事業）① 中央会は、医療紛争により会員に発生した被害の補償等のために共済事業をす
るには、保健福祉部長官に申告しなければならない。 
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